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１．募集の概要 

（１）公募の趣旨 

  柏原市では、第７期柏原市高齢者いきいき元気計画（平成３０年度から令和２年度介護保

険事業計画及び高齢者保健福祉計画）に基づき、介護施設等の基盤整備を推進するため、設

置・運営する事業者の選定に際し、公正かつ公平な選定を行うとともに要介護者に質の高い

サービスを提供することを目的として公募を実施します。 

 

（２）公募対象施設 

 ① サービスの種類 

   認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

    ※介護予防認知症対応型共同生活介護の指定も併せて受けること 

 ② 整備数 

   １８名分【市内全域で一カ所（９床×２ユニット）】 

 

（３）応募事業者の要件 

  次の要件をすべて満たしていること。 

① 応募時点で法人格を有していること。 

② 事業の運営を直接行う事業者であること。 

③ 国や大阪府又は柏原市が定める基準どおりに実施が可能であるもの。 

④ 既存の介護サービス事業所等を運営する法人にあっては、既設事業所に適切な運営実績

があり、指導監査等において、重大な指摘を受けていないこと。 

⑤ 法人の役員及び施設長等の主要な職員の構成に、保健・福祉・医療に関し知識・経験を

有する者が参画していること。 

⑥ 法人の代表者について、本市に対する国民健康保険料及び介護保険料等を滞納していな

いこと。 

⑦ 法人及びその代表者について、法人税、所得税、消費税及び地方消費税並びに本市が課

税する市税等を滞納していないこと。 

⑧ 法人およびその代表者並びに役員（就任予定者を含む）が柏原市暴力団排除条例に規定

する暴力団、暴力団員または暴力団密接関係者ではないこと。 

⑨ 事業を実施する土地・建物を確保できる見込みのあるもの。 

⑩ 介護サービスの提供を確実かつ安定的に実施することができる経営状況と資金計画が

明確であること。 

⑪ 介護保険法第７８条の２第４項各号及び第６項各号並びに介護保険法第１１５条の 

１２第２項各号及び第４項各号のいずれにも該当していないこと。 
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（４）建設等について 

施設を整備する土地・建物は法人所有が望ましいですが、借地及び借家も可能とします。 

また、建物は既設建物の改修による整備も可能としますが、都市計画法、建築基準法その他 

の関係法令に適合し、建設に際して利用制限や規制などにより施設整備に支障がないことを 

事前に確認してください。 

   

（５）整備補助について 

  対象となる事業者に、大阪府地域医療介護総合確保基金事業等の補助を予定しております

が、補助金は、国及び府の予算範囲内での交付となるため、応募者の見込みどおりの額を交

付できない場合もあります。資金計画は補助金の交付がない場合も想定して、余裕のある計

画としてください。 

 

（６）開設予定地への説明について 

  事業開設に際して、建設から開設後の運営に至るまで円滑な事業運営が行えるよう、開設

予定地の町内会・自治会をはじめ地域の住民に対して事前に説明会等を開催し、理解や同意

を得られるよう努めてください。なお、選考の結果、事業化されない場合があることも含め

て説明をしてください。 

 

２．事業者の審査・選定 

（１）審査手順 

① １次審査 

  【公募時提出書類】により事前協議（ヒアリング）を行います。 

② ２次審査 

  １次審査を通過した事業者に対し、【事前協議後提出書類】により書類審査を行います。 

なお、２次審査での得点が上位の３事業者（３位が同点の場合はその事業者を含む。）を、

最終審査の選考の対象とします。 

③ 最終審査 

  ２次審査を通過した事業者については、柏原市高齢者いきいき元気計画委員会の運営事業

者選定部会（以下「選定部会」という。）において、プレゼンテーション及び質疑応答によ

る審査を行いますので、選考に残った事業者については専門部会への出席を必須とします。 

なお、最終審査で委員が採点した平均点（小数点第２位四捨五入）と、２次審査での得

点との合計が最高点の事業者を選定いたします。 

なお、選考結果によっては、「該当なし」とし、指定候補事業者の選定を行わないことが

あります。 
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（２）事業者選定までのスケジュール（予定） 

①公募 10月 1日（火）～10月 7日（月） 公募時提出書類の提出 

②事前協議 

（１次審査） 

10月 15日（火）～10月 21日（月） 「公募時提出書類」を基にヒアリング 

③書類提出 10月 28日（月）～11月 13日（水） 「事前協議後提出書類」等の提出 

④２次審査 11月中旬 「事前協議後提出書類」等の書類審査 

⑤最終審査 翌年 1月上旬 選定部会による審査（プレゼンテーション

及び質疑応答） 

⑥結果通知 翌年 1月中旬  

 

（３）質疑等の受付 

   受付期間：令和元年 9月 2日（月）から令和元年 9月 13日（金）まで 

   質疑方法：持参もしくはメール、FAXにより「質疑・回答書」を提出してください。 

   回答方法：回答については、市のウェブサイトで公開いたします。 

 

（４）結果通知等 

  審査結果については、各審査の決定後すべての応募事業者に通知します。なお、審査・決

定結果に対する異議には、一切応じられません。 

  また、選定された指定候補事業者については、市のウェブサイト等で公表します。 

 

３．応募方法 

（１）提出期間 

   受付期間：令和元年 10月１日（火）から令和元年 10月 7日（月）まで 

   受付時間：午前 9時から午後 5時まで（土・日除く） 

        ※提出にあたっては、事前に電話でご連絡ください。（予約制） 

 

（２）提出場所 

  柏原市高齢介護課介護業務係 本庁 1階 21番窓口  ℡：072－972-1571（直通電話） 
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（３）提出書類及び方法 

①提出書類 

 【公募時提出書類】 

・事業者指定申請事前協議申込書（様式） 

      ・事業予定地の周辺地図 

      ・事業所の平面図（床面積を記載したもの） 

      ・土地・建物の登記簿謄本（写し）、或いは当該土地・建物を購入または賃借でき

る旨を示した所有者との誓約書等 

 

 

 【事前協議後提出書類】 

番号 提 出 書 類 様 式 備  考 

1 地域密着型サービス開設計画書 地域密着-様式第１号  

2 開設計画概要書 地域密着-様式第２号  

3 法人登記簿謄本  提出日前３ヶ月以内に発行されたもの 

4 定款その他基本約款 任意様式  

5 役員名簿 地域密着-様式第３号 役職・氏名・住所・生年月日・職業等を記載したもの 

6 事業運営実績書 地域密着-様式第４号 パンフレット添付 

7 貸借対照表 任意様式 直近のもの 

8 収支決算書 任意様式 直近のもの 

9 資金計画書 地域密着-様式第５号  

10 収支計画書 地域密着-様式第６号  

11 代表者の経歴書 地域密着-様式第７号  

12 管理者の経歴書 地域密着-様式第８号  

13 納税証明書 
 法人及び代表者の法人税、所得税、消

費税及び地方消費税、本市の市税等 

14 
土地・家屋の登記簿謄本、或いは売

買契約書、賃貸借契約書の写し 

  

15 位置図、平面図 任意様式 位置図については、概ね 1：1,500

の縮尺でお願いします。 

16 開設に伴う地元への説明経緯書 地域密着-様式第９号  

17 事業開設趣意書 地域密着-様式第 10 号  

※審査の過程で、本市が必要と認める場合、調査又は追加書類の提出を求めることがあります。 
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②提出方法 

 【公募時提出書類】２部（１部受付後返却） 

 【事前協議後提出書類】２部（２次審査用書類） 

  開設計画書等を提出する際、以下の仕様でお願いします。 

  ・提出書類は、フラットファイル（A4 版）等に綴込み、項目ごとにインデックスをつけ

てください。 

  ・フラットファイルの表紙と背表紙に応募される施設種類と法人名を表示してください。 

  ・応募にかかる費用は、すべて応募者の負担とし、提出された書類は返却しません。 

  ・虚偽その他不正な申請・行為があった場合は、審査の対象外とする場合があります。 

 

 

４．応募に関する留意事項 

① 本公募に応募するために要した一切の費用は応募者の負担とし、損害等に対し市が責任

を負うものではありません。 

② 提出期限以降において、明らかな間違いや軽微な修正を除き、書類の追加、変更は認め

ませんので、十分精査の上、提出してください。 

③ 虚偽の記載等、事業者に重大な瑕疵が判明した場合は、指定を取り消すことがあります。 

④ 国・大阪府から計画について指導された場合や、制度改正に伴う施設基準の変更などが

あった場合、当初の計画を変更していただくことがあります。 

⑤ 選定後、許可なく計画を変更した場合や、関係各法に違反するなどの行為があった場合

は、指定を取り消す場合があります。 

⑥ 事業者指定の基準及び介護報酬の額は、国の各基準どおりとします。 

⑦ 柏原市情報公開条例により、第三者から情報公開請求があった場合は同条例に定める不

開示情報を除き、提出された書類を公開する場合がありますので、ご了承ください。 

⑧ 応募受付後に辞退される場合は、速やかに辞退届（任意様式）を提出してください。  

⑨ 施設整備を行う事業用地（建物）の権利者や地域住民等との間に生じた損害賠償請求権

等については、応募者の責任に帰属し市は一切の責任を負いません。 

  

 


